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 はじめに 

 

1 計画策定の趣旨 

平成 25 年 12 月 11 日、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靱化基本法」(以下「基本法」という。)が公布・施行された。 

基本法は、大規模自然災害等に備えた国土の全域にわたる強靱な国づくり(以下「国

土強靱化」という。)の推進に関し、基本理念を定め、国土強靭化に関する施策の基本

となる事項等を定めたものである。その基本理念として、国土強靭化に関する施策の推

進は、必要な事前防災及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的

に実施することが重要であるとし、国土強靱化に係る国の計画等の指針となるべきもの

として、平成 26 年 6 月、同法第 10 条の規定により「国土強靱化基本計画」(以下「基

本計画」という。)が閣議決定された。 

基本法第 4条は、地方公共団体の責務として、国土強靱化に関し、国との適切な役割

分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策

定し、及び実施する責務を有すると定めており、また、同法第 13 条は、都道府県又は

市町村は、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、その区域に

おける国土強靭化に関する施策の推進に関する基本的な計画(以下「国土強靭化地域計

画」という。)を国土強靱化に係る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべき

ものとして定めることができるとしている。 

これらを踏まえ、いかなる災害等が発生しようとも、「強さ」と「しなやかさ」を持

った安全・安心な地域の強靱化を推進する「中城村国土強靱化地域計画」(以下「本計

画」という。)を策定するものである。 

 

 

2 計画の位置づけ 

  本計画は、基本法第 13 条の規定による「国土強靭化地域計画」であり、国土強靱

化に係る本村における他の計画等の指針となるものである。 

なお、本計画は、基本法第 14 条の規定により基本計画との調和が保たれたものと

するとともに、本村の「中城村地域防災計画」及び「中城村第四次総合計画<後期基

本計画>」との整合を図るものとする。 
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第１章 本村の地域特性 

 

1 本村の位置・地形・気候・人口等 

（1）中城村の概況 

1) 位置 

中城村は、沖縄本島中部にあって、那覇市から北東へ 16kmの北緯 26度 5分、東

経 127度 48分に位置し、西は宜野湾市、南は西原町、北は北中城村と接している。

東は中城湾に面し、村の中央を南北に小起伏の丘陵が走り、南に糸蒲山、中央に上

武当岳、北に台城岳が位置している。南北に 7.5km、東西に 3.5kmの長方形をなし

総面積 15.53 km2である。 

 

  

 

 

 

 



3 

 

2) 地形 

中城村の地形は大別して平坦部、斜面部、台地部の三つで形成され、地質は古い

順から島尻層群、那覇石灰岩及び沖積層の三種類からなる。中城村の地形は、海側

から国道 329号までは比較的平坦であるが、国道 329号から西側には、標高 120m以

上、比高 100m以上の斜面が連続し、中城湾に面した東側斜面の大半が地すべり危険

箇所とされている。 

 

図  中城村の地形 
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3) 気候 

   中城村（沖縄県）は、亜熱帯海洋性気候に属しており、一年中気候の寒暖差が少

なく、年平均気温は約 23度と全国と比較して高い値となっている。春から夏に変わ

る時期に本土の「梅雨」にあたる「小満芒種（スーマンボースー）」と呼ばれる沖縄

独特の雨期（5月~6 月）があり、梅雨開けと共に本格的な夏が訪れ台風期に入る。こ

のことから、全国と比較しても降水量が多くなっている。 

表 降水量と気温の平年値（那覇） 

月 

気圧(hPa 
降水量

(mm) 
気温(℃) 

風向・風速

(m/s） 
日照 

現地 海面 
合計 平均 最高 最低 平均 

平均 

風速 

最多 

風向 

時間 

(h) 
平均 平均 

統計 

期間 

1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 1981～ 

2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010 

資料 

年数 
30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 

1 1014.5  1020.5  107.0  17.0 19.5 14.6  67  5.4  北北東 94.2  

2 1013.4  1019.4  119.7  17.1  19.8 14.8 70 5.3  北 87.1  

3 1011.3  1017.2  161.4  18.9  21.7  16.5 73  5.2  北 108.3  

4 1008.7  1014.6  165.7  21.4  24.1 19.0  76  5.1  東南東 123.8  

5 1005.4  1011.2  231.6  24.0  26.7  21.8  79  5.0  東 145.8 

6 1003.0  1008.7  247.2  26.8  29.4  24.8  83 5.4  南南西 163.6  

7 1002.9  1008.6  141.4  28.9  31.8 26.8  78  5.3  南東 238.8  

8 1001.2  1006.9  240.5  28.7  31.5  26.6  78 5.2  南東 215.0 

9 1003.8  1009.5  260.5  27.6  30.4  25.5  76  5.4  東南東 188.9  

10 1008.3  1014.1  152.9  25.2  27.9  23.1 71 5.4  北北東 169.6  

11 1012.1  1018.0  110.2  22.1  24.6  19.9 69  5.5  北北東 123.0  

12 1014.5  1020.5  102.8  18.7  21.2 16.3 66  5.2  北北東 115.6  

年 1008.3  1014.1  
2040.

8 
23.1  25.7 20.8  74 5.3  北北東 1774.0  

 

表 沖縄県への台風接近数の平年値（2001～2020年） 

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 年間 

-  -  -  0.1  0.4  0.8  1.6  2.1  2.0  1.3  0.2  0.1  8.6  
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（2）社会条件 

1) 人口 

中城村の総人口は平成 22年から平成 30年にかけて約 3,500人増加している。 

世帯数についても同様に約 2,000世帯増加している。年齢別人口の推移をみると、 

年少人口が若干の増加傾向を示し、老齢人口に若干の減少傾向がみられるもの 

の、平成 22年～平成 30年における年齢別人口の割合に大きな変化はみられない。 

 

図  中城村における人口、世帯数の推移 

資料）住民基本台帳（各年 3 月末）、統計局 HP 人口推計 

 

図  中城村における年齢別人口比率の推移 

資料）住民基本台帳（各年 3 月末） 
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2) 土地利用の現況 

中城村の土地利用状況をみると、中城村の土地面積の大半を耕作地、植林地等が占

めており、低地においては国道 329号沿いに、高地では琉球大学周辺や県道付近に一

般住宅地域や商業地区等が位置している。中城村の地目をみると、中城村の土地面積

の 5割以上を畑、原野が占めており、宅地及び雑種地が 2割程度、その他が 3割程度

となっている。 

 

 
 

図  中城村土地利用現況 

資料）土地利用現況図（沖縄県企画部土地対策課 平成 21 年） 
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2 災害の想定 

 中城村の気象、地勢及び地質等の地域特性によって起こる災害を検討した結果、 次

に掲げる規模の災害を想定の基本として策定した。 

ただし、平成 23年に発生した東北地方太平洋沖地震、1771年の八重山地震津波の教 

訓から、歴史に学ぶ最大クラスの地震・津波からの避難についても、県内全域で可能な

限り対策を講じる必要がある。 

 

（1）風水害 

1) 台風 

ア 昭和 32年台風第 14号 フェイ 

襲来年月日     昭和 32年 9月 25日、26日 

最大風速      47.0m/s（那覇） 

最大瞬間風速    61.4m/s（那覇） 

降水量       70.7mm（那覇、25～26日） 

死傷者・行方不明者 193名（うち死者及び行方不明者131名） 

住宅全半壊     16,091戸 

 

イ  第2宮古島台風（昭和41年台風第18号 コラ） 

襲来年月日     昭和41年9月5日 

最大風速      60.8m/s（宮古島） 

最大瞬間風速    85.3m/s（宮古島） 

降水量       297.4mm（宮古島、3～6日） 

傷 者       41名 

住宅全半壊     7,765戸 

 

ウ 平成 15年台風第 14号 マエミー 

襲来年月日     平成15年9月10日、11日 

最大風速      38.4m/s（宮古島） 

最大瞬間風速    74.1m/s（宮古島） 

降水量       470.0mm（宮古島、9～12日） 

死傷者       94名（うち死者1名） 

住宅全半壊     102棟（うち全壊19棟） 
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2) 地すべり 

発生年月日     平成 18年 6月 10日 

発生場所      沖縄県中頭郡中城村字北上原及び安里地内 

降雨状況      先行降雨量 533mm（5／1～6／9） 

集中降雨量 88mm（6／10） 

地すべりの規模    平均高さ 30ｍ（最大 42ｍ）、長さ約 335ｍ 

移動土量 約 34万ｍ3 、地すべり面積 5万 6千㎡ 

地すべり幅 最大 260ｍ 

人的被害      なし 

道路損壊      県道 35号線延長 140ｍ、村道坂田線延長 100ｍ 

 

3) 高潮（浸水想定） 

沖縄県に来襲する台風の特徴をもとに、大きな被害をもたらすおそれがある台風

の経路及び中心気圧（最低中心気圧 870hPa）を想定して、波浪と高潮による浸水

区域を予測した。調査は平成 18 年度に本島沿岸域を対象に実施しており、予測結

果の概要は次のとおりである。 

高潮浸水想定の概要 

対 象 想定台風の経路 浸水予測 

本島沿岸域 ①沖縄本島西側を北上 

②沖縄本島南側を西進 

③沖縄本島東側を北上 

本島南部では海岸に沿って広がって

いる低地、本島北部や周辺諸島では海

岸や河川に沿って点在する低地が浸

水。 

 

高潮被害による建築被害 

市町村名 
構造物あり 構造物なし 

床上浸水 床下浸水 床上浸水 床下浸水 

中城村 1,612 211 1,612 213 

 

高潮の浸水域内人口（高潮被害を受ける人口数） 

市町村名 構造物あり 構造物なし 

中城村 5,270 5,252 

 

高潮被害による道路被害想定結果 

市町村名 
構造物あり 構造物なし 

被害延長 m 延長区間 被害延長 m 延長区間 

中城村 36.9 223 36.9 223 

 

高潮被害によるライフライン被害想定結果 

市町村 

構造物あり 構造物なし 

上水

道 

下水

道 

都市 

ガス 
電力 電話 

上水

道 

下水

道 

都市 

ガス 
電力 電話 

中城村 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 
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  村内の高潮浸水予定図 

 
平成 18年度 沖縄県津波・高潮被害想定調査 

 

 

4) 土砂災害（危険箇所・区域） 

中城村には、がけ崩れ、土石流、地すべりへの警戒避難等が必要な箇所が 26 箇

所存在する。これらの土砂災害を想定し、以下の危険箇所・区域を設定した。 

村内の土砂災害危険箇所・区域設置状況 

種 別 がけ崩れ 土石流 地すべり 合 計 

土砂災害危険箇所 9 11 10 30 

土砂災害警戒区域 

（イエローゾーン） 
13 8 9 26 

土砂災害特別警戒区域 

（レッドーゾーン） 
9 3 0 12 
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風水害等被害想定 
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（2） 地震及び津波の被害想定 

本村の地震防災・減災対策の数値目標の基礎となる大規模地震・津波による物

的・人的被害量等をまとめた「沖縄県地震被害想定調査」（平成 25年度）に基づき、

被害の概要を以下にまとめる。 

1） 想定地震 

沖縄県の陸地部及び周辺海域で発生するおそれがある地震から、次の 20 の想定

地震を設定した。その中で、本村において想定される震度は、6強、6弱、5強、5

弱となっている。想定地震の概要は次のとおりである。 

 
地震・津波被害予測の想定地震一覧 

想定地震 
深さ 

(ｋｍ) 

計測震度計※（中城村） 震度 
ﾏｸﾞﾆ 

ﾁｭｰﾄﾞ 
備 考 最大値  最小

値 

平均

値 

(中城

村) 

沖縄本島南部断層系による地

震 
3 

6.0 5.3 5.6 6弱 
7.0 

平成 21年

度沖縄県

地震被害

想定調査

より 

伊祖断層による地震 3 6.0 5.6 5.7 6弱 6.9 

石川－具志川断層系による地

震 
3 6.1 5.3 5.6 6弱 6.9 

沖縄本島南部スラブ内地震 30 6.1 5.8 5.9 6弱 7.8 

宮古島断層による地震 3 2.9 2.6 2.7 3以下 7.3 

八重山諸島南西沖地震 2 3.2 2.9 3.0 3以下 8.7 

平成 23 

・24年度

津波被害

想定調査

より 

八重山諸島南方沖地震 2 3.8 3.5 3.6 4 8.8 

八重山諸島南東沖地震 2 5.2 4.9 5.0 5弱 8.8 

沖縄本島南東沖地震 2 5.8 5.5 5.6 6弱 8.8 

沖縄本島東方沖地震 2 5.8 5.5 5.6 6弱 8.8 

石垣島南方沖地震 1 2.9 2.6 2.7 3以下 7.8 

石垣島東方沖地震 0.3 3.4 3.1 3.2 3以下 8.0 

石垣島北方沖地震 2 3.5 3.2 3.3 3以下 8.1 

久米島北方沖地震 2 5.3 5.0 5.1 5強 8.1 

沖縄本島北西方沖地震 2 5.2 5.0 5.1 5強 8.1 

沖縄本島南東方沖地震 3連動 2 6.0 5.8 5.9 6弱 9.0 

八重山諸島南方沖地震 3連動 2 5.3 5.0 5.2 5強 9.0 

沖縄本島北部スラブ内地震 30 5.9 5.6 5.7 6弱 7.8 平成 25年

度沖縄県

地震被害

想定調査 

宮古島スラブ内地震 30 3.9 3.7 3.8 4 7.8 

石垣島スラブ内地震 30 3.3 3.0 3.1 3以下 7.8 
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2） 予測項目・条件 

予測する主な項目は、各々の地震による震度（地震動）、液状化危険度、建築物

被害、出火・延焼、人的被害、交通施設被害、ライフライン被害及び津波被害であ

る。 

なお、火災や人的被害に影響する発生の季節や時刻等は、次のように設定し

た。 

 

ア 出火・延焼は、夏季及び冬季並びに昼及び夕方とし、危険度の高い時刻（11

～13時及び 17～19時）を選定 

イ 人的被害は、夏季及び冬季並びに昼間及び夜間とし、昼間一般に活動してい

る時間帯と夜間自宅に居住する時間帯 

ウ ライフライン（電力、通信施設等）の被害は、地震火災の影響が最も大きくな

る冬の夕方 

 

3） 予測結果の概要 

本村における死者数は、沖縄本島南東沖地震３連動のケースが最も多く（807人）、

次いで沖縄本島南東沖地震（785人）となり、そのほとんどは津波によるものであ

る。また、津波のない想定では、沖縄本島南部スラブ内地震のケースが最大（6人）

である。 

建物被害（全壊）については、沖縄本島南東沖地震３連動のケースが最も多く

（2,672棟）、その大半が「津波」による建物被害である。次いで沖縄本島南東沖地

震（2,558棟）となるが、この地震もその大半が「津波」による建物被害である。 

ライフラインとなる上水道については、沖縄本島南東沖地震３連動の被害が最も

多く、地震直後の断水人口は18,334 人、電力についても、沖縄本島南東沖地震３

連動の被害が最も多く、停電軒数は16,256 軒に上る。 

 

4) 市町村一律の直下型地震について 

(1)の想定地震は、沖縄県において発生する可能性が高い地震等から設定したも

のであるが、地震の多い我が国では、どの地域においてもマグニチュード 6.9程度

の直下型地震が起こりうる。 

そこで、市町村の地震防災マップの作成等、全市町村の地震対策の基礎資料とな

るように、県下各市町村の直下でマグニチュード 6.9の地震を想定し、震度、液状

化、建物被害を予測している。 
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（3） 津波の浸水想定 

沖縄県の避難計画等の基礎となる津波の浸水想定区域、津波到達時間等について、

「沖縄県津波・高潮被害想定調査」（平成 18・19 年度）に基づき概要を以下にま

とめる。 

調査は、沖縄県に将来発生すると予想される地震津波の波源を想定して、浸水区

域等を予測した。想定モデル、予測結果等の概要は以下のとおりである。 

 

津波被害による建築被害 

市町村名 

構造物あり 構造物なし 

全壊 半壊 
床上 

浸水 

床下 

浸水 
全壊 半壊 

床上 

浸水 

床下 

浸水 

中城村 0 2 89 71 1 2 91 83 

 

津波被害による死者数 

市町村名 

構造物あり 構造物なし 

意識高 

冬夜 

意識高 

夏昼 

意識低 

冬夜 

意識低 

夏昼 

意識高 

冬夜 

意識高 

夏昼 

意識低 

冬夜 

意識低 

夏昼 

中城村 1 5 2 6 2 5 2 6 

 

津波被害による負傷者数 

市町村名 

構造物あり 構造物なし 

意識高 

冬夜 

意識高 

夏昼 

意識低 

冬夜 

意識低 

夏昼 

意識高 

冬夜 

意識高 

夏昼 

意識低 

冬夜 

意識低 

夏昼 

中城村 1 3 4 9 1 3 4 10 

 

津波被害による道路被害想定結果 

市町村名 
構造物あり 構造物なし 

被害延長 m 延長区間 被害延長 m 延長区間 

中城村 5.0 27 5.3 29 

 

津波被害によるライフライン被害想定結果 

市町村 

構造物あり 構造物なし 

上水

道 

下水

道 

都市 

ガス 
電力 電話 

上水

道 

下水

道 

都市 

ガス 
電力 電話 

中城村 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 
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津波浸水想定のモデル一覧 

波源位置（モデル名） 断層モデル（深さ､長さ､幅､傾斜角､すべり量） 対象地域 

沖縄本島南東沖（D01W） 正断層（  500m、 80km、40km、60°、 4m） 本島沿岸域 

沖縄本島南西沖（H9RF） 逆断層（10000m、 80km、40km、30°、 4m） 

久米島南東沖（C02） 正断層（ 5000m、 80km、40km、60°、 4m） 

久米島北方沖（B04） 正断層（ 5000m、 80km、40km、60°、 4m） 

沖縄本島北方沖（C01） 正断層（  500m、 80km、40km、60°、 4m） 

宮古島東方沖（C04W） 正断層（  500m、 80km、40km、60°、 4m） 宮古・八重山

諸島沿岸域 宮古島南東沖（D06N） 正断層（10000m、 80km、40km、60°、 4m） 

宮古島西方沖（C05E） 正断層（  500m、 80km、40km、60°、 4m） 

石垣島東方沖 1（C06W） 正断層（  500m、 80km、40km、60°、 4m） 

石垣島東方沖 2（NM11） 正断層（  300m、 60km、30km、70°、20m） 

石垣島南方沖（IM00） 

逆断層（ 1000m、 40km、20km、70°、20m） 

地すべり（    0m、 15km、10km、70°、90m） 

石垣島北西沖（A03N） 正断層（ 5000m、 80km、40km、60°、 4m） 

与那国島北方沖（A01N） 正断層（ 5000m、 80km、40km、60°、 4m） 

与那国島南方沖（GYAK） 逆断層（ 2000m、100km、50km、30°、 5m） 
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平成 18年度 地震・津波被害想定 
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（4） 津波の浸水想定 

「沖縄県津波被害想定調査」(平成 24年度)において、平成 24年度までの調査研究

を踏まえた学術的な知見から、沖縄近海における最大クラスの地震津波を想定し、

津波浸水区域等を予測した。なお、東北地方太平洋沖地震による津波被害を鑑み  

て、琉球海溝の想定モディレを最大マグニチュード 9.0に設定したものである。 

「沖縄県津波被害想定調査」(平成 24 年度)の想定モデルにおいて示されている津

波浸水想定モデルのうち、本村に関わりのある津波浸水想定モデルの概要は以下

のとおりである。 

また、次のページに、津波浸水想定結果を示す。ア 想定断層について南西諸島

海溝（琉球海溝）側、沖縄トラフ側ならびに 1771 年の八重山地震の震源として想

定した断層等、計 15 断層を設定した。設定した想定断層の位置図および諸元を以

下に示す。 

 

 

図 想定断層位置図 
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表 想定断層諸元一覧 

№ 断層名 
断層長さ 

(m) 

断層幅 

(m) 

すべり

量(m) 

マグニチュード 

(※1) 

① 八重山諸島南西沖地震 270000 70000 20 8.7 

② 八重山諸島南方沖地震(※2) 300000 70000 20 8.8 

③ 八重山諸島南東沖地震 300000 70000 20 8.8 

④ 沖縄本島南東沖地震 300000 70000 20 8.8 

⑤ 沖縄本島東方沖地震 300000 70000 20 8.8 

⑥ 石垣島南方沖地震(※2) 
40000 20000 20 7.8 

15000 10000 90 (※3) 

⑦ 石垣島東方沖地震(※2) 60000 30000 20 8.0 

⑧ 与那国島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑨ 石垣島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑩ 多良間島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑪ 宮古島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑫ 久米島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑬ 沖縄本島北西沖地震 130000 40000 8 8.1 

 

⑭ 

 

 

3 連動 

沖縄本島 

  南東沖地

震 

240000 70000 20 

9.0 170000 70000 20 

260000 70000 20 

 

⑮ 

 

 

3 連動 

八重山諸島 

南方沖地震 

200000 70000 20 

9.0 175000 70000 20 

300000 70000 20 

※1 マグニチュードはモーメントマグニチュードを示している。 

※2 ②⑥⑦については 1771 年八重山地震の規模を再現したものである。 

※3 ⑥下段の各パラメータは地すべりを再現したパラメータであるためマグニチュードで

示すことはできない。 
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沖縄県津波被害想定調査」(平成 25 年 3 月)の津波浸水予測図(中城村付近)

 

久場 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 7.7ｍ 10.6ｍ 9分 25分 27分 

⑥ 6.0ｍ 8.9ｍ 10分 25分 27分 

⑭ 7.7ｍ 10.8ｍ 9分 25分 27分 

 

浜 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 8.8ｍ 14.8ｍ 8分 24分 27分 

⑥ 8.6ｍ 10.7ｍ 8分 24分 27分 

⑭ 8.9ｍ 14.6ｍ 7分 24分 27分 

 

南浜 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 7.0ｍ 12.1ｍ 10分 23分 25分 

⑥ 5.7ｍ 11.1ｍ 10分 23分 25分 

⑭ 6.6ｍ 12.1ｍ 8分 23分 25分 
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（5） 最大クラスの津波（津波防災地域づくりに関する法律に基づく設定） 

平成24 年度の津波浸水想定以後、新たな知見（津波履歴等）を踏まえ、沖縄近

海における最大クラスの地震津波を想定し、津波浸水区域等を予測した。なお、沖

縄本島側の琉球海溝の想定モデルを最大マグニチュード8.2 に設定したものであ

る。想定モデル、予測結果等の概要は次のとおりである。 

 

沖縄県津波被害想定調査（平成26年度）津波浸水想定のモデル一覧 

№ 断層名 
断層長さ 

(m) 

断層幅 

(m) 

すべり量

(m) 

マグニチュード 

(※1) 

① 八重山諸島南西沖地震 270000 70000 20 8.7 

② 八重山諸島南方沖地震(※2) 300000 70000 20 8.8 

③ 八重山諸島南東沖地震 300000 70000 20 8.8 

④ 沖縄本島南方沖地震 100000 50000 12 8.2 

⑤ 沖縄本島南東沖地震(※4) 100000 50000 12 8.2 

⑥ 沖縄本島東方沖地震 100000 50000 12 8.2 

⑦ 沖縄本島北東沖地震 100000 50000 12 8.2 

⑧ 石垣島南方沖地震(※2) 
40000 20000 20 7.8 

15000 10000 90 (※3) 

⑨ 石垣島東方沖地震(※2) 60000 30000 20 8.0 

⑩ 与那国島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑪ 石垣島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑫ 多良間島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑬ 宮古島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑭ 久米島北方沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑮ 沖縄本島北西沖地震 130000 40000 8 8.1 

⑯ 
 

3連動 
八重山諸島 

南方沖地震 

200000 70000 20 

9.0 175000 70000 20 

300000 70000 20 

※1： マグニチュードはモーメントマグニチュードを示す。 

※2： 1771 年八重山地震津波の再現モデルである。 

※3： 地すべりを再現したパラメーターであるため、モーメントマグニチュードで示すことができない。 

※4： 1791 年の地震の再現モデル。 

 

津波浸水想定結果を示す、津波の高さや時間等の意味は、次のとおりである。 

「沿岸の最大水位」：沿岸の沖合で最大となる津波の水位 

「影響開始時間」 ：沿岸の沖合の水位が、地震発生時から50cm 上昇するまでの時間 

「津波到達時間」 ：津波第１波のピークが沿岸の沖合に到達するまでの時間 

「最大遡上高」  ：津波が到達する最も高い標高 
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最大クラスの津波（津波防災地域づくりに関する法律に基づく設定）（平成 26年度） 

 
久場 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 5.6ｍ 8.8ｍ 21分 27分 29分 

⑥ 4.8ｍ 6.4ｍ 21分 27分 28分 

 

浜 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 6.6ｍ 8.8ｍ 22分 27分 28分 

⑥ 6.6ｍ 7.5ｍ 21分 27分 29分 

 

南浜 

地点最大水位 最大遡上高 影響開始時間 （±20cm） 影響開始時間（±50cm） 第 1波 

⑤ 5.5ｍ 9.1ｍ 21分 25分 27分 

⑥ 4.8ｍ 7.8ｍ 21分 26分 27分 
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第２章 地域強靱化の基本的な考え方 

 

1 基本目標 

いかなる災害等の発生に対しても、以下の①～④を基本目標とし、地域強靱化を推 

進する。 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 村の重要な機能が致命的な障害をうけず維持されること 

③ 村民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧復興 

 

２ 事前に備えるべき目標 

4 つの基本目標を達成するため、以下のとおり①～⑧の事前に備えるべき目標を定

める。 

① 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

② 大規模自然災害発生直後から救助、救急、医療活動等が迅速に行われる(それが

なされない場合の必要な対応を含む) 

③ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

④ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

⑤ 大規模自然災害発生後であっても、経済活動(サプライチェーンを含む)を機能不

全に陥らせない 

⑥ 大規模自然災害発生後であっても、生活、経済活動に必要最低限の電気、ガス、

上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図

る 

⑦ 制御不能な二次災害を発生させない 

⑧ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条

件を整備する 
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３ 地域強靱化を推進する上での基本的な方針 

大規模自然災害等に備え、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する強靭

な地域づくりについて、過去の災害から得られた経験を最大限に活用しつつ、以下の

方針に基づき推進する。 

 

(1)  地域強靱化の取組姿勢 

① 本村の強靱性を損なう本質的原因として何が存在しているかをあらゆる側面か

ら吟味しつつ、取組にあたること。 

② 短期的な視点によらず、時間管理概念を持ちつつ、長期的な視野を持って計画

的な取組にあたること。 

③ 村内各地域の特性を踏まえ、地域間の連携を強化するとともに、災害に強いま

ちづくりを進めることにより、地域を活性化し、個性と活力にあふれる持続可能

な発展につなげていく視野を持つこと。 

④ 本村の経済社会システムが有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化する

こと。 

 

(2)  適切な施策の組み合わせ 

① 災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施

設の確保等のハード対策と訓練・防災教育等のソフト対策を適切に組み合わせて

効果的に施策を推進するとともに、このための体制を早急に整備すること。 

② 「自助」、「互助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官(国、県、市町

村等)と民(住民、民間事業者等)が適切に連携及び役割分担して取り組むこと。 

③ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用され

る対策となるよう工夫すること。 

 

(3)  効率的な施策の推進 

① 社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、財政資金の効率的な使用による施策の

持続的な実施に配慮して、施策の重点化を図ること。 

② 限られた資本を最大限に活用するため、既存の社会資本の有効活用、民間資金の

積極的な活用等により、費用を縮減しつつ効率的に施策を推進すること。 

③ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること。 

④ 人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理的利用を促

進すること。 
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(4) 地域の特性に応じた施策の推進 

① 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靱化を

推進する担い手が適切に活動できる環境整備に努めること。 

② 女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人等に十分配慮して施策を講じること。 

③ 地域の特性に応じて、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮するこ

と。 
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第３章 脆弱性評価 

 

地域強靭化の推進を図る上で必要な事項を明らかにするため、脆弱性評価を行い、

それに基づき本計画の施策を定めることとする。 

 

1 評価の枠組み及び手順 

(1) 想定するリスク 

  本計画においては、第 1章の本村の地域特性及び過去に発生した災害を踏まえ、本

村に甚大な被害をもたらすおそれがある大規模自然災害を対象とする。 

 

(2) 起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)の設定 

  脆弱性評価は、起きてはならない最悪の事態を想定した上で行うこととし、その妨

げになるものとして、沖縄県国土強靭化地域計画及び本村の地域特性を踏まえ、8つ

の「事前に備えるべき目標」ごとに、次の表のとおり「起きてはならない事態」(リ

スクシナリオ)を設定した。 

 

(3) 施策分野の設定 

  「起きてはならない最悪の事態」を回避するために必要な施策の分野として、以下

のとおり 9の個別施策分野、1の横断的分野を設定した。 

＜個別施策分野＞ 

①行政機能／消防機能 ②地域・都市 ③保健医療・福祉 

④情報通信 ⑤エネルギー・産業 ⑥交通・物流 

⑦農林水産 ⑧環境 ⑨土地利用 

 

＜横断的施策分野＞ 

①老朽化対策 
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表  33の「起きてはならない事態」(リスクシナリオ) 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

1 大規模自然災害が発生したときでも人命の

保護が最大限図られる 

1-1 住宅地での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊及び火災等による多数の死傷者の発生 

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水 

1-4 大規模な土砂災害(深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり村土の脆弱性が高まる事態 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、

医療活動等が迅速に行われる(それがなさ

れない場合の必要な対応を含む） 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地および避難所における疫病・感染症等の大規模発生 

3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な

行政機能は確保する 

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化 

3-2 村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な

情報通信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

5 大規模自然災害発生後であつても、経済活

動(サプライチェーンを含む)を機能不全に

陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活動の低下 

5-2 社会経済活動、サプライチューンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

5-4 食料等の安定供給の停滞 

6 大規模自然災害発生後であつても、生活・

経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下

水道、燃料、交通ネットワーク等を確保す

るとともに、これらの早期復旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LP ガスサプライチェーンの機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

6-5 災害がれきの発生による交通機能及び生活機能の停止 

7 制御不能な二次災害を発生させない 7-1 住宅地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

7-2 ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

7-3 有害物質の大規模拡散・流出 

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

8 大規模自然災害発生後であつても、地域社

会・経済が迅速に再建・回復できる条件を

整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧,復興が大幅に遅れる事態 

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等(専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等)の不足により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
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2 リスクシナリオごとの脆弱性評価結果 

（１） 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

 

 

 

1-1 
住宅地での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊及び火災等

による多数の死傷者の発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
総務課    

都市建設課 

避難施設や避難経路等の確保や整備を推進、

防災マップによる危険地域等の周知 
 

2 関係各課 公共施設等の耐震化対策の推進 公共施設等個別施設計画 

3 都市建設課 住宅、建築物等の耐震診断・改修促進  

4 都市建設課 空き家等の実態把握  

5 都市建設課 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備  

6 都市建設課 密集市街地等の整備改善と避難地等の確保  

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課、消防 避難訓練や防災講習会の実施  

2 総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化 地区防災計画 

3 総務課 
地震発生時の家庭での安全対策（家具の転

落・転倒防止等）の周知啓発 
 

4 総務課 防災情報伝達の迅速化、情報伝達手段の拡充  

5 
総務課 地域防災計画及び業務継続計画（BCP）の定

期的な点検と見直し 
 

6 
都市建設課 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備（再

掲 1-1） 
 

7 
都市建設課 密集市街地等の整備改善と避難地等の確保

（再掲 1-1） 
 

8 産業振興課 浜漁港の防波堤等の整備推進  

9 

福祉課、総務課、

健康保険課、こ

ども課、消防 

高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等

の要配慮者の安全確保、福祉避難所の確保 災害時要配慮者避難支援計画 
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1-3 異常気象による広域かつ長期的な住宅地等の浸水 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市

建設課、上下

水道課、産業

振興課 

浸水対策の強化（下水道接続推進、既設排水路

の維持管理、自主防災組織の強化） 
 

1-4 
大規模な土砂災害(深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり村土の脆

弱性が高まる事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課、消防 避難訓練や防災講習会の実施（再掲 1-2）  

2 

総務課、都市

建設課、産業

振興課、県 

土砂災害が発生することによる被害を防ぐた

め、土砂災害の対策強化  

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
総務課  

都市建設課 

避難施設や避難経路等の確保や整備を推進、防

災マップによる危険地域等の周知（再掲 1-1） 
 

2 総務課 
防災情報伝達の迅速化、情報伝達手段の拡充 

（再掲 1-2） 
 

3 
総務課、消防 避難訓練や防災講習会の実施（再掲 1-2、再掲

1-4） 
 

4 総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2） 地区防災計画 

5 総務課 
広報誌、村ホームページ、村公式ＬＩＮＥ、そ

の他広報手段の充実と活用 
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（２）大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる(それが

なされない場合の必要な対応を含む） 

 

 

 

 

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 非常食及び飲料水の備蓄  

2 総務課 物資等応援協定の締結  

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 関係各課 公共施設等の耐震化対策の推進（再掲 1-1） 公共施設等個別施設計画 

2 総務課 
防災情報伝達の迅速化、情報伝達手段の拡充 

（再掲 1-2） 
 

3 都市建設課 住宅、建築物等の耐震診断・改修促進（再掲 1-1）  

4 
都市建設課 密集市街地等の整備改善と避難地等の確保（再

掲 1-1、再掲 1-2） 
 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課、消防 応援体制の強化 災害時受援計画 

2 総務課、消防 中城北中城消防署中城出張所建設  

3 消防 消防団の増員及び資質向上、消防力の強化  

4 
総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2、

再掲 1-5） 
地区防災計画 

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 物資等応援協定の締結（再掲 2-1）  

2 
総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2、

再掲 1-5、再掲 2-3） 
地区防災計画 
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（３）大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

健康保険課 

こども課 

福祉課 

災害時の医療救護等体制の充実 

村内介護保険施設や障害者施設との協定等を行

い、緊急時一時保護体制の強化 

 

2-6 被災地および避難所における疫病・感染症等の大規模発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
健康保険課 感染症対策の推進（感染症の発生予防、まん延

防止、予防接種推進等） 
 

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課 

住民生活課 

都市建設課 

地域安全対策の推進（犯罪の抑止活動、防犯性

の高い住宅、防犯カメラ設置の推進、コミュニ

ティの活性化等） 

 

3-2 村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 災害対策本部運営訓練の実施 職員初動対応マニュアル 

2 
総務課 地域防災計画及び業務継続計画（BCP）の定期的

な点検と見直し（再掲 1-2） 
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（４） 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

 

 

（５） 大規模自然災害発生後であっても、経済活動(サプライチェーンを含む)を機能

不全に陥らせない 

 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市建

設課、産業振興

課、上下水道課 

災害時における事業者等との連携強化 

 

2 
総務課 

企画課 

災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築可能性の

検討 
災害時業務継続地区（BCD） 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
総務課 

企画課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲

4-1） 
 

2 総務課 
防災情報伝達の迅速化、情報伝達手段の拡充 

（再掲 1-2、再掲 2-2） 
 

3 総務課 
広報誌、村ホームページ、村公式ＬＩＮＥ、そ

の他広報手段の充実と活用（再掲 1-5）、 
 

4 

総務課 

福祉課 

 

情報弱者（高齢者、身体障害児者、視覚・聴覚・

言語障害、知的障害児者、精神障害者、外国人、

等）への情報伝達手段の検討 

 

5-1 サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活動の低下 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市建

設課、産業振興

課、上下水道課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲

4-1）  

2 
総務課 

企画課 

災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築可能性の

検討（再掲 4-1） 
災害時業務継続地区（BCD） 
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（６）大規規模自然災害発生後であつても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、

上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

 

 

 

 

 

5-2 社会経済活動、サプライチューンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
総務課 

企画課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲

4-1、再掲 5-1） 
 

2 
総務課 

企画課 

災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築可能性の

検討（再掲 4-1、再掲 5-1） 
災害時業務継続地区（BCD） 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 
地震発生時の家庭での安全対策（家具の転落・

転倒防止等）の周知啓発（再掲 1-2） 
 

5-4 食料等の安定供給の停滞 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 物資等応援協定の締結（再掲 2-1、再掲 2-4）  

2 
総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2、

再掲 1-5、再掲 2-3、再掲 2-4） 
地区防災計画 

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチェーンの機能の停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市

建設課、産業

振興課、上下

水道課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲

4-1、再掲 5-2） 
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6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市

建設課、産業

振興課、上下

水道課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲 4-1、

再掲 5-2） 
 

2 上下水道課 上水道施設の適切な維持・管理  

3 上下水道課 雨水や再生水等の雑用水等への有効利用の推進  

4 上下水道課 配水池やポンプ施設等の耐震化や更新  

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課、都市

建設課、産業

振興課、上下

水道課 

災害時における事業者等との連携強化（再掲 4-1、

再掲 5-2、再掲 6-2） 
 

2 上下水道課 下水道施設の適切な維持・管理  

3 上下水道課 公共下水道の整備、下水道接続率の向上  

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 関係各課 公共施設等の耐震化対策の推進（再掲 1-1、再掲 2-2） 公共施設等個別施設計画 

2 
都市建設課 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備（再掲 1-1、

再掲 1-2） 
 

6-5 災害がれきの発生による交通機能及び生活機能の停止 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

総務課 

住民生活課 

企画課 

災害がれきを迅速に受け入れられるよう大型車両

の出入が容易な幹線道路に接する敷地を確保し、受

入施設の整備を行う。 

災害廃棄物処理計画 
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（７） 大規規模自然災害発生後であつても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を

図る 

 

 

 

 

 

 

 

7-1 住宅地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
関係各課 公共施設等の耐震化対策の推進（再掲 1-1、再掲

2-2、再掲 6-4） 
公共施設等個別施設計画 

2 
都市建設課 地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備（再掲

1-1、再掲 1-2、再掲 6-4） 
 

3 都市建設課 空き家等の実態把握（再掲 1-1）  

4 
都市建設課 密集市街地等の整備改善と避難地等の確保（再

掲 1-1、再掲 1-2、再掲 2-2） 
 

7-2 ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
産業振興課 農業生産基盤施設の整備、農地及び農業用施設

の保全 
 

2 産業振興課 農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策  

3 
上下水道課 

産業振興課 

配水池やポンプ施設等の耐震化や更新（再掲

6-2） 
 

7-3 有害物質の大規模拡散・流出 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 

住民生活課、

上下水道課、

産業振興課 

水質保全に関する監視活動、普及啓発等 
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（８） 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる

条件を整備する 

 

 

 

 

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
産業振興課 農業生産基盤施設の整備、農地及び農業用施設

の保全（再掲 7-2） 
 

2 産業振興課 耕作放棄地発生防止の対策  

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 総務課 
広報誌、村ホームページ、村公式ＬＩＮＥ、そ

の他広報手段の充実と活用（再掲 1-5、再掲 4-2） 
 

2 

総務課 

福祉課 

情報弱者（高齢者、身体障害児者、視覚・聴覚・

言語障害、知的障害児者、精神障害者、外国人、

等）への情報伝達手段の検討（再掲 4-2） 

 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧,復興が大幅に遅れる事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 住民生活課 不法投棄防止対策の推進  

2 

総務課 

住民生活課 

企画課 

災害がれきを迅速に受け入れられるよう大型車

両の出入が容易な幹線道路に接する敷地を確保

し、受入施設の整備を行う。（再掲 6-5） 

災害廃棄物処理計画 

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等(専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術

者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2、

再掲 1-5、再掲 2-3、再掲 2-4、再掲 5-4） 
地区防災計画 
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8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 福祉課 社会福祉協議会との連携強化  

2 
総務課  

福祉課 

コミュニティ施設の整備と利用促進 
 

3 

総務課  

住民生活課 

都市建設課 

地域安全対策の推進（犯罪の抑止活動、防犯性

の高い住宅、防犯カメラ設置の推進、コミュニ

ティの活性化等）（再掲 3-1） 

 

4 

総務課、消防 自主防災組織の結成促進及び活性化（再掲 1-2、

再掲 1-5、再掲 2-3、再掲 2-4、再掲 5-4、再掲

8-2） 

地区防災計画 

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

No 所管課 防災に関する主な事業・施策 将来的な計画 

1 
関係各課 公共施設等の耐震化対策の推進（再掲 1-1、再掲

2-2、再掲 6-4、再掲 7-1） 
公共施設等個別施設計画 

2 
産業振興課 農業生産基盤施設の整備、農地及び農業用施設

の保全(再掲 7-2、再掲 7-4) 
 

3 
産業振興課 農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策（再掲

6-2） 
 

4 
上下水道課 

産業振興課 

配水池やポンプ施設等の耐震化や更新（再掲

6-2、再掲 7-2） 
 

5 上下水道課 上水道施設の適切な維持・管理（再掲 6-2）  

6 上下水道課 下水道施設の適切な維持・管理（再掲 6-3）  
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第４章 地域強靭化の推進方針（施策分野ごとの推進方針） 

 

第3章で示した脆弱性評価結果を踏まえ、「起きてはならない最悪の事態」を回避す 

るための強靭化施策について、施策分野ごとに次のとおり推進方針を示す。 

また、複数の施策分野に関連する施策については、再掲のうえ、その旨明示している。 

 

＜個別施策分野の推進方針＞ 

（１）行政機能／消防機能 

 

○大規模災害対応力の強化【総務課、中城北中城消防本部】 

沖縄県は、島しょ地域であると同時に台風の常襲地域でもあり、自然災害を被りやす

い地域であることから、本村においても、村民の生命、財産を守るため、東日本大震災

の教訓を踏まえ、大規模災害など様々な状況に対応できる実行力のある危機管理体制及

び消防防災体制の強化を図る必要がある。 

このため、危機管理体制の強化においては、災害対策本部運営環境を適切に整備し、

地域防災計画の定期的な点検・見直しや各種危機管理マニュアル等の策定を推進する。 

また、消防防災体制の強化においては、消防広域化の推進、消防職員及び消防団の増

員・資質向上、消防車輛の適切な配備及び各種消防用資機材の充実等を図る。 

そのほか、火災による消火活動や救急業務における現場到着時間の短縮を主眼に置き、

増加する災害需要に対する対策、初動体制の充実強化のため新たに中城村内に消防暑出

張所の建設を行う。 

 

○災害対策本部運営訓練の実施【総務課】 

災害対策本部員及び各課の災害対応力を向上させるため、大規模な地震・津波等を想

定した災害対策本部運営を含めた実践的な訓練を実施する。 

 

○自主防災組織の拡充及び強化【総務課、中城北中城消防本部】 

村民や企業等への防災教育の推進による防災意識の向上及び防災士の養成を図ると

ともに、自主防災組織の普及拡大及び消防団と連携した災害対応力の強化を図る。 
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○災害時における事業者等との連携強化【総務課、都市建設課、産業振興課、上下水道

課、各事業者】 

災害時における各種団体・企業等との連携については、被災者への食料等の供給、緊

急物資の輸送、公共土木施設の復旧、ライフラインの復旧等の応援対策を迅速に実施す

るため、民間事業者等との協定締結等により連携を強化し、協働で取り組む。 

 

○公共建築物等の耐震化の促進【関係各課】 

大規模な地震発生の際に災害応急対策の拠点となる施設等の建築物については、耐震

診断・改修等を進めていく必要があり、公共建築物の耐震診断を速やかに実施し、計画

的かつ重点的な耐震化の促進に取り組む。 

 

○応援体制の強化【総務課、中城北中城消防本部】 

大規模災害時の救助・救急活動等において、災害の規模等に応じて円滑に応援又は受

援できるように、受援計画を策定し、事前の準備に努める。また、緊急時の連絡体制及

び受入拠点等を明確にしておくとともに、訓練等を実施して自衛隊、警察、消防等との

連携体制を充実させる。 

 

 

（２）地域・都市 

 

○公共建築物等の耐震化の促進（再掲1）【関係各課】 

 

○自主防災組織の拡充及び強化（再掲1）【総務課、中城北中城消防本部】 

 

○地域防災力の向上【総務課、都市建設課、産業振興課、教育総務課】 

地域における防災力の向上については、避難施設や避難経路等の確保や整備を推進す

るとともに、ハザードマップによる危険地域や避難場所等の周知浸透を図り、災害が予

想される地域での防災訓練や防災講演会の充実等に取り組む。 

また、地震発生時の家庭での安全対策（家具の転落・転倒防止等）の周知啓発を図り

ます。 

 

○密集市街地等の整備改善と避難地等の確保【都市建設課】 

密集市街地等における防災機能の改善については、老朽建築物等の建て替えや狭あい

道路の整備を促進するとともに、防災機能を付加した都市公園等の整備を推進し、橋梁

架替、避難経路、避難地等の確保に取り組む。 
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○住宅、建築物等の耐震診断・改修促進【都市建設課】 

住宅・建築物の耐震対策については、民間建築物の建物所有者等に対する積極的な普

及啓発や相談窓口の設置等により、耐震診断・改修を行いやすい環境の整備を行い、耐

震化の促進を図る。また、住宅・建築物の機能維持・劣化予防については、老朽化対策

や適正な維持保全の推進等に取り組む。 

 

○地域の浸水対策【総務課、都市建設課、上下水道課、産業振興課】 

下水道による地域の浸水対策については、雨水幹線や貯留浸透施設等の整備、農村地

域の湛水被害防止対策等を推進する。また、住民等による自助と自主防災組織等による

共助、関係機関との連携による公助を組み合わせることにより、総合的かつ効率的な浸

水対策に取り組む。 

 

○安定した水資源の確保と上水道の整備【上下水道課】 

安定した水資源の確保については、関連施設の適切な維持・管理、雨水や再生水等の

雑用水等への有効利用を図るとともに、水が貴重な資源であることを村民一人ひとりが

再認識し、節水や水循環に取り組むことで、水を大切に使う社会の実現を目指す。 

また、上水道施設の整備については、今後の水需要や水質の安全性を確保するための

水道施設等を整備するとともに、老朽化した施設の計画的な更新、耐震化を推進する。 

 

○要配慮者の安全確保【福祉課、総務課、健康保険課、こども課、中城北中城消防本部】 

高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者に対しては、防災知識の普及、

地震時の情報提供、避難誘導、救護、救済対策等の様々な面で配慮が必要である。この

ため、消防団、自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から要配慮者と接している社

会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関係者、障害者団体等の福祉関係者と協力して

避難行動要支援者の避難支援の体制を整備するよう努めるものとする。 

また、避難行動要支援者の名簿等の情報を本人の同意を得て関係機関と共有し、具体

的な避難支援個別計画の策定に努めるものとする。 

さらに、災害時に一般の避難施設での生活が困難な要配慮者については、平時より各

要配慮者に対応した福祉避難所の確保に努める。 

 

○地域安全対策の推進【総務課、住民生活課、都市建設課】 

災害時に、警察機能の大幅な低下により治安が悪化することのないよう、防犯カメラ

の設置、平時から自治会等と連携したコミュニティの活性化、自治力強化の支援等によ

る犯罪の抑止活動に取り組むとともに、防犯性の高い住宅等（死角の排除等）の関係機

関と連携した普及促進、空き家等の実態把握に取り組む。 
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○土砂災害対策【県、総務課、都市建設課、産業振興課】 

村内には、土砂災害（危険、警戒区域等）の被害が想定される箇所が存在することか

ら、大雨や地震発生に伴い、土砂崩壊や地すべりが発生することによる被害を防ぐため

に、県が主体となって実施する砂防事業に協力し、各機関及び関連課が連携して必要に

応じた対策に取り組む。 

 

○高潮等対策【県、総務課、都市建設課、産業振興課】 

高潮等災害については、高潮、波浪、潮風害等の自然災害から村民の生命や財産を守

るため、県の実施する景観や生態系などの自然環境に配慮した海岸保全施設の整備等に

協力するとともに、各機関及び関連課が連携して必要に応じた対策に取り組む。 

 

○治水対策【県、総務課、都市建設課、産業振興課、上下水道課】 

河川の治水対策については、県の実施する都市河川の重点的な整備等に協力するとと

もに、各機関及び関連課が連携して必要に応じた対策を行い、また、開発行為や家庭で

の雨水利用による河川への流出抑制を推進するなど、総合雨水対策に努める。 

 

 

（３）保健医療・福祉 

 

○要配慮者の安全確保（再掲2）【福祉課、総務課、健康保険課、こども課、中城北中

城消防本部】 

 

○感染症対策の推進【健康保険課、こども課】 

村民の保健衛生環境の向上を図るとともに、災害時に疫病・感染症等が大規模発生す

ることのないよう、感染症の発生予防、まん延防止のため、予防接種の推進、感染症発

生時の早期探知、村民への情報提供、感染症拡大防止体制の強化が必要であり、新型イ

ンフルエンザ等の対策を図るなど、平時から感染症対策の推進に取り組む。 

 

○災害時の医療救護等体制の充実【健康保険課、こども課、福祉課】 

災害時の医療救護や避難所運営体制の充実を図るため、必要となる保健師や管理栄養

士等の専門人材の確保に努める。また、村内介護保険施設や障害者施設との協定等を行

い、緊急時一時保護体制を強化する。 
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（４）情報通信 

 

○情報伝達手段の拡充強化【総務課、福祉課、産業振興課、中城北中城消防本部】 

災害発生時の村民や観光客等への情報伝達の迅速化を図るため、県の実施する「沖縄

県防災情報システム」の拡充・強化に協力するとともに、全国瞬時警報システム（Jア

ラート）及び防災行政無線の整備拡充、緊急エリアメール等の活用を図るなど、情報伝

達手段の多重化、多様化を促進する。また、広報誌や村のホームページ及びその他広報

手段の充実と活用を図ることにより、適切な情報を効果的に発信し、被災者支援の迅速

化や誤った情報の拡散による風評被害の抑制に努めるほか、情報弱者（高齢者、身体障

害児者、視覚・聴覚・言語障害、知的障害児者、精神障害者、外国人等）への情報伝達

手段の検討をする。 

 

○沖縄県総合行政情報通信ネットワーク運用への協力【総務課】 

沖縄県総合行政情報通信ネットワーク（民間通信事業者の回線が停止した場合におい

ても、災害対応等の情報伝達を行うために公的機関や防災機関等で結ばれた情報通信ネ

ットワーク）について、大規模災害時においてもその機能が失われないように、県が実

施する維持管理に協力する。 

 

○各種公共施設等を結ぶ情報ネットワークの整備活用【総務課、教育総務課、生涯学習

課、福祉課、中城北中城消防本部】 

教育機関及び各種公共施設を結ぶ情報ネットワークの整備活用を図ることにより、災

害発生時の情報伝達の迅速化を促進する。 

 

○災害時における事業者等との連携強化（再掲1）【総務課、都市建設課、産業振興課、

上下水道課、各事業者】 

 

 

（５）エネルギー・産業 

 

○災害時における事業者等との連携強化（再掲 1、4）【総務課、都市建設課、産業振興

課、上下水道課、各事業者】 

 

○事業者における防災対策の強化【総務課、企画課、上下水道課、中城北中城消防本部、

各事業者】 

 各事業者は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の

継続、地域貢献、地域との共生）を十分に認識し、災害時においても重要業務を継続す

るための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練
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の実施、事業所の耐震化・耐浪化の推進、石油・プロパン（ＬＰ）ガス・液化天然ガス

（ＬＮＧ）等の備蓄可能な燃料の確保のほか、高効率コジェネレーション、燃料電池、

蓄電池、再生可能エネルギー等の自立分散エネルギーの導入を検討する。また、予想さ

れる被害からの復旧計画の策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等の重要なライフ

ラインの供給不足への対応計画の策定及び取引先とのサプライチェーンの確保等の事

業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組みを 

通じて、防災活動の推進に努める。 

 

○災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築を検討する【総務課、企画課、都市建設課】 

 災害時の業務継続に必要なエネルギーの確保について、災害応急対策の拠点や避難所

となる公共施設等への未活用のクリーンエネルギー等の活用によるエネルギーの多様 

化や自立分散型エネルギー導入の検討に加えて、それぞれのエネルギーを融通可能な面

的な利用が促進できる災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築可能性について検討する。 

 

 

（６）交通・物流 

 

○災害時における事業者等との連携強化（再掲 1、4、5）【総務課、都市建設課、産業

振興課、上下水道課、各事業者】 

 

○地域・都市の浸水対策（再掲 2）【総務課、都市建設課、上下水道課、産業振興課、

中城北中城消防本部】 

 

○地域特性に応じた交通・輸送基盤の整備【都市建設課】 

地域特性や社会環境の変化等に対応した生活基盤の整備・拡充を図るとともに、災害

時にも地域交通ネットワークが分断することのないよう、平時から交通・輸送基盤の整

備に取り組む。 

 

（７）農林水産 

 

○農業生産基盤の整備【産業振興課】 

災害時に食料等の安定供給の停滞等、農業の生産活動を機能不全に陥らせることのな

いよう地域特性に応じた農業生産基盤の整備に取り組む。 

 

○農地及び農業用施設の保全【産業振興課】 

農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、災害時の被害が拡大することのないよう、

農地及び農業用施設の保全に取り組む。 



43 

 

○農業生産基盤の長寿命化・防災減災対策【産業振興課】 

自然災害に対する機能強化及び土地改良施設の計画的な更新・修繕を図るため、土地

改良施設の長寿命化・防災減災対策を推進する。 

 

○耕作放棄地発生防止の対策【産業振興課】 

農林水産業の振興を図るとともに、農地の荒廃により土砂崩れが発生するなど、災害

時に被害が拡大することのないよう、耕作放棄地発生防止の対策に取り組む。 

 

○水産基盤施設における防災対策の強化【産業振興課】 

災害時に食料等の安定供給の停滞等、水産業の生産活動を機能不全に陥らせることの

ないよう、漁港施設の機能保全対策を推進する。 

 

 

（８）環境 

 

○水質保全対策の推進【住民生活課、上下水道課、産業振興課】 

野生生物にとって住みよい環境や村民の憩いの場としての自然環境を確保するとと

もに、災害時に有害物質が大規模拡散・流出することのないよう、平時から水質汚濁対

策に取り組む。 

 

○公害防止対策の推進【住民生活課】 

災害時に制御不能な公害による二次災害を発生させないために、平時から企業立地の

際に公害防止に関連する関係機関との連携や村民・企業の環境に関する協定の締結支援

に取り組み、公害防止の意識啓発を推進する。 

 

○不法投棄防止対策の推進【住民生活課】 

災害発生時に大量に発生する災害廃棄物の処理や道路啓開作業等において支障とな

る不法投棄については、平時よりパトロール等監視体制の強化に取り組み、不法投棄防

止対策に努める。 

 

○災害がれきの発生による交通機能及び生活機能の停止【総務課、企画課、住民生活課】 

 大規模な災害が発生した場合、大量の災害がれきが発生する恐れがあるため、迅速に

受け入れられるよう大型車両の出入が容易な幹線道路に接する敷地を確保し、受入施設

の整備を行う。 

 

○災害時業務継続地区（ＢＣＤ）の構築を検討する（再掲 5）【総務課、企画課】 
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（９）土地利用 

 

○地域防災力の向上（再掲 2）【総務課、都市建設課、産業振興課、企画課、教育総務

課】 

 

○密集市街地等の整備改善と避難地等の確保（再掲 2）【都市建設課】 

 

 

＜横断的施策分野の推進方針＞ 

（１）老朽化対策 

 

○公共施設等における各種予防施策の推進【関係各部署】 

大規模災害に備えた村民の生活基盤の機能維持・強化として、公共施設等の耐震化対

策、老朽化対策及び長寿命化対策を横断的に取り組むことにより公共施設等の適正管理

を図る。 
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第 5 章 計画の推進と不断の見直し 

 

（1） 他の計画等の必要な見直し   

    本計画は、本計画以外の地域強靱化に関する村の計画等の指針となるべきもの

であり、本計画を基本として、地域強靱化に係る村の他の計画について必要に応じ

て見直しや改善を行う。 

 

（2） 本計画の進捗管理と不断の見直 

地域強靱化は、第 4章で示した脆弱性評価において想定した 31の「起きてはな

らない最悪の事態」のそれぞれを回避することを企図して本計画を定め、これを基

本に地域強靱化に係る他の計画等について必要に応じ見直しを図りながら、様々な

施策を展開していくものである。 

また、脆弱性評価の結果を踏まえて推進方針を立て、速やかに各課連携のもとで

施策を実行していくことが極めて重要であり、その際、施策の進捗等に応じて本計

画を見直していく必要がある。 

このため、各施策を実施するとともに、施策の進捗状況の把握等を行うこととし、

施策等の点検・評価を行い、その結果に応じて計画の見直し。改善を行う。 

このような企画(Plan)・実施(Do)・評価(Check)・改善(Action)の PDCAサイクル

を確立し、計画の効果的な推進を図る。 

また、今後の社会経済情勢等の変化や地域強靱化の施策の推進状況等を考慮し、

概ね 5年ごとに本計画の内容の見直しを行うこととする。 

なお、本村の「中城村地域防災計画」及び「中城村第四次総合計画<後期基本計

画」は、地域強靱化の視点も踏まえた総合的な計画であり、本計画と同様に指針性

を有し、分野ごとに施策の進捗を管理していることから、本計画と同じ方向を向く

よう整合性を図る必要があるため、本計画の進捗管理については、「中城村地域防

災計画」及び「中城村第四次総合計画<後期基本計画>」の PDCA サイクルとの整合

を図るものとする。 

 

 

 

 

 


